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〇福島県は、森林資源を大量に保有する強みや海外覚書締結先との連携関係を活かし、木質バイオマスや、廃
棄物（食品残渣等）のメタン発酵バイオマス発電などの産業基盤の成熟期にある。

○今後、様々なバイオマス資源の有効活用に向け、地域や産業の実情に応じたバイオマス利用設備の導入拡大
が期待される。
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ネ研究会バイオマス分科会

▶県内企業によるバイオマス関連産業へ
の新規参入・販路拡大を目的とし平成24
年に創立。

▶セミナー、先進地視察、ビジネスマッ
チングを開催。

▶登録数 432（R3.3.31

技
術
開
発

海
外
と
の
連
携

１）福島県におけるバイオマス産業分野の現状

福島県におけるバイオマス利用（発電）導入状況 県内産業育成に向けたこれまでの主な施策

◆再エネ研究会「バイオマス分科会」

・登録数 503

・県内企業によるバイオマス関連産業への

新規参入・販路拡大を目的とし2012

年に創立。

・セミナー、先進地視察、ビジネスマッチン
グを開催。

◆福島県のバイオマス発電は、2011年度73ＭＷか
ら2023年度478ＭＷと大幅に増加

◆2021年度以降、沿岸部で大型木質バイオマス発
電所が運転開始

◆県内各地において、地域の森林資源を活用したバ
イオマス発電の導入及び検討が進行中

◆バイオマス発電所の設置状況
(設置状況の詳細は次シート以降参照)

◆県内事業者に対する各種研究開発支援
・32件 （2017～2025年度）

◆バイオマス先進地域である連携地域

（ドイツＮＲＷ州など）との連携事業
・ＲＥＩＦでの企業マッチング26件

(2019～2026年度）
・セミナー1回（2020年度）

●バイオマス専焼発電所
●石炭混焼火力発電所

●バイオマス発電所(廃棄物)
●小型バイオマス(木質系)
●小型バイオマス(メタン系)
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バイオマス発電所の設置状況（１）

●バイオマス専焼発電所
●石炭混焼火力発電所

相馬共同火力(株)
新地発電所(新地町)
(2,000MW)

相馬ｴﾈﾙｷﾞｰﾊﾟｰｸ合同会社
相馬石炭・ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所
(相馬市)
(112MW)木質ペレット

東北電力(株)
原町火力発電所(南相馬市)
(2,000MW)

日本製紙(株)
勿来工場発電所(いわき市)
(16MW)

ｴｲﾌﾞﾙｴﾅｼﾞｰ合同会社
福島いわきﾊﾞｲｵﾏｽ発電所
(いわき市）
(112MW) 木質ペレット

エア・ウォーター小名浜
バイオマス電力株式会社
（いわき市)
(75MW) 木質ﾍﾟﾚｯﾄ・PKS

(株)ｸﾞﾘｰﾝ発電会津
河東発電所(会津若松市)
(5.7MW) 未利用材

(株)エフオン白河
大信発電所(白河市)
(12.1MW) 木質チップ

(株)田村ﾊﾞｲｵﾏｽｴﾅｼﾞｰ
田村ﾊﾞｲｵﾏｽ発電所(田村市)
(7MW) 未利用材

(株)ログ
バイオパワーふくしま
発電所（伊達市）
(14.2MW) 木質チップ

飯舘ﾊﾞｲｵﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ
飯舘村ﾊﾞｲｵﾏｽ発電事業(飯舘村)
(7.5MW) 未利用材

平田ﾊﾞｲｵｴﾅｼﾞｰ合同会社
福島平田村ﾊﾞｲｵﾊﾟﾜｰ発電所(平田村)
(4MW) 未利用材

(株)SHICHIJO
会津こもれび
バイオマス発電所(会津坂下町)
(7.1MW) 未利用材

いわき大王製紙(株)
いわき大王製紙ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗｰ
（いわき市)
(41MW) 一般廃棄物、未利用材

注： 枠は計画または建設中を表す。

(株)ふるどの論田エコパワー
古殿町木質ガス化発電所(古殿町)
(1.98MW) 木質チップ

遠野興産(株)
遠野ｳｯﾄﾞﾍﾟﾚｯﾄ工場発電所
(いわき市）
(708kW)  木質ペレット

最終試験運転中

2024年9月運転開始

2024年12月運転開始

2024年8月運転開始

常磐共同火力(株)
勿来発電所(いわき市)
(1,700MW)
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共栄(株)
ﾊﾞｲｵﾏｽいわき南発電所(いわき市)
(50kW) 

バイオマス発電所の設置状況（２）

●バイオマス発電所(廃棄物)
●小型バイオマス(木質系)
●小型バイオマス(メタン系)

内池醸造(株)
ﾒﾀﾝ発酵ｶﾞｽ化発電(福島市)
(25kW) 

福島市あぶくまｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
(福島市)
(0.8MW) 一般廃棄物

福島市あらかわｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
(福島市)
(5.1MW) 一般廃棄物

郡山市富久山ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
(郡山市)
(2MW) 一般廃棄物

いわき市
南部清掃ｾﾝﾀｰ発電所(いわき市)
(3.5MW) 一般廃棄物

郡山市河内ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
(郡山市)
(1.7MW) 一般廃棄物

ｸﾞﾘｰﾝﾊﾟｰｸ須賀川(株)
須賀川地方衛生ｾﾝﾀｰ(須賀川市)
ごみ処理施設 (1.99MW) 一般廃棄物

いわなの里
ﾒﾀﾝ発酵ｶﾞｽ化発電(川内村)
(25kW) 

福島ﾐﾄﾞﾘ安全(株)
会津高原ﾘｿﾞｰﾄ(南会津町)
地域熱電供給ｼｽﾃﾑ
(20kW) 木質チップ

南相馬市
大町地域交流セｾﾝﾀｰ(南相馬市)
(10kW) 木質ﾊﾞｲｵﾏｽﾎﾞｲﾗｰ
(ｽﾀｰﾘﾝｸﾞｴﾝｼﾞﾝ)

福島ﾄﾖﾍﾟｯﾄ(株)
ｴﾝｼﾞﾝ代替ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(郡山市)
(49kW) 木質ﾍﾟﾚｯﾄ
burkharclt製

(株)ﾄﾓ・ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ
江湖村小型木質ﾊﾞｲｵﾏｽ
ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ発電所(郡山市)
(45kW) 木質ﾁｯﾌﾟ Spanner製

復興牧場ﾒﾀﾝ発酵ｶﾞｽ化
発電(浪江町)
（220kW）

2027年9月発電開始予定

注： 枠は計画または
建設中を表す。

田村広域行政組合
田村西部環境ｾﾝﾀｰ(三春町)
(1.95MW) 一般廃棄物

(株)ｼｰｽﾞ
小型木質ｶﾞｽ化熱電供給(棚倉町)
(50kW×2) 木質ﾍﾟﾚｯﾄ
WegscheidEntrenco製

ｴｺﾗｲﾌﾞﾗﾎﾞ独楽矢祭
(矢祭町)
(45kW) 木質ﾁｯﾌﾟ
Spanner製

(株)佐川林業
小型木質ｶﾞｽ化熱電供給
(古殿町)
(50kW×2) 木質ﾁｯﾌﾟ
WegscheidEntrenco製

藤田建設工業(株)
小型木質ｶﾞｽ化熱電供給(西郷村)
(50kW) 木質ﾍﾟﾚｯﾄ
WegscheidEntrenco製
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凡例：（H29～R7年度の支援実績）
■再生可能エネルギー関連技術実証事業（R3～：再生可能エネルギー事業化実証研究支援事業）
■海外連携型再生可能エネルギー関連研究開発支援事業 ■産総研連携再生可能エネルギー等研究開発補助事業
■被災地企業等再生可能エネルギー技術シーズ開発・事業化支援事業 ■地域復興実用化開発等促進事業

２)県補助事業等を活用した最近のバイオマス関連技術開発事例

株式会社シーズ（棚倉町）
■低ＣＯ₂低コスト型木質バイオマス燃料
製造装置の実証研究

共栄株式会社 （いわき市)
■家畜由来の原料によるバイオマス発電
システムの実証研究

■パッケージ型バイオガス発電システムの
製品化に 向けた、消化液処理装置の
低コスト化

■鶏糞原料のバイオマスガス発電システム
の共同開発

■ドイツＮＲＷ州企業とのバイオマスガス
発電 システムの共同開発

■小型バイオマス発電システムに装備する
ガス発電機の共同開発

■小型バイオマス発電システムの商業化に
向けた開発計画

株式会社大和三光製作所（矢吹町）

■ドイツバイオマス技術導入によるガス化
反応炉システム開発

■ドイツ向け乾燥機製品の開発
■ドイツのバイオガス技術と乾燥技術の統合に
よるプラントシステム開発

〇福島県内事業者に対し、実証研究・実用化開発・海外連携など各種の事業化補助事業を推進している

福島トヨペット株式会社（郡山市）ほか

■ガス化発電による森林バイオマス地産地消
システムの実用化研究

藤田建設工業株式会社（棚倉町）

■木質ペレットガス化熱電供給装置（Ｅ４ユニット）
高度メンテナンス技術の研究開発事業

■木質ペレットガス化熱電供給装置（Ｅ４ユニット）
燃料研究開発事業

アネスト岩田株式会社（矢吹町）

■マイクロCHP対応スクロールエンジン共同
研究開発

株式会社クレハ（いわき市）ほか
■バイオマスを炭素骨材に活用する
CNコンクリート開発実証

トレ食株式会社（南相馬市）

■農作物非食用部を主原料とする
高効率なメタンガス養液等の開発

株式会社ＺＥエナジー（富岡町）
■被災地域の森林再生を支援するバイ
オマスガス化技術を活用した高効率
発電システムの構築

創イノベーション株式会社（南相馬市）
■農林残渣を対象とする有価物抽出・高熱量
ペレット燃料製造準連続処理系の技術開発
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日常運転管

理 100億円

修繕等

95億円

保険諸費

49億円

「バイオマス発電」O&M市場

◆2027年度までに設置される設備の運転維持
市場は「244億円／年」と試算※１

O&M市場244億円／年

・装置点検
・動作監視
・定期部品交換

・事故対応
・修繕費
・修理積立費等

・保険費
・調査費用等

３）バイオマス関連産業の市場動向

〇『福島県再生可能エネルギー先駆けの地アクションプラン(第5期)(2025年3月策定)』におけるバイオマスの
導入目標により、更なる関連市場の拡大が見込まれる

新規「バイオマス発電」設置市場

◆バイオマスの2020→2030年度までの新たな導入量は
「200MW」を目標としたが、2022年度までに達成
2024～2027年度の導入目標は2020年度比較で+241MW

福島県におけるバイオマス市場のポテンシャル出典：福島県再エネビジョン2021、アクションプラン(第5期)より

※１： 市場規模の試算は「京都大学木質バイオマス発電事業のコスト分析（2020.2）」」を参考とした（各単価は機器容量・設備条件等により変動幅有）

●県内には大型から小型までの相当数のシステ
ムが稼働しているが、現状、県内企業が主導
的に関与できるシステムは50kW以下の小型
に限られている。

●県内市場規模(50kW以下）：
メタン系：設備300億円, 売電：227億円
（39円/kWh,稼働率0.9)
木質系：設備726億円, 売電 :357億円
（24円/kWh,稼働率0.8) と試算※2

※２： 県内市場規模の試算は「エネルギー・エージェンシーふくしま 再生可能エネルギー関連産業基盤構築戦略事業調査（2019.3）」を参考とした。

+241
MW

設
備
容
量(

Ｍ
Ｗ)

◆ﾊﾞｲｵ燃料ﾒｰｶｰの国内市場規模は現在325億と推計、今後、5年間で
472億に達すると予測。次世代ﾊﾞｲｵ燃料、航空燃料、ﾊﾞｲｵﾃﾞｨｰｾﾞﾙが
成長に寄与すると予測。

バイオ燃料ﾒｰｶ-の国内市場規模

億
円

(出所：(株) xenodata lab. 2024年)
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部材・部品

☑遠隔運転監視
☑ 設備保全・修繕
☑ 循環水管理
☑ 処理水管理

☑ 農地法
☑ 高圧ガス保安法
☑ 工事安全管理者
☑ 管理技術者
☑ 電気主任技術者

☑ 森林法
☑ 廃棄物処理法
☑ 高圧ガス保安法等

☑ 水質汚濁防止法
☑ 電気主任技術者

主要機器 保守用品・役務 法規・資格等

☑ 発電
☑ 定期点検部品交換
☑ 巻替え、軸受交換

運用・保守

部品供給

☑ 熱利用

☑ 熱交換器
☑熱導管
☑給湯器
☑ ファンコイルユニット

☑ 燃料製造

☑ ペレタイザー
☑ ガス化炉その他
☑ 発酵槽その他
☑ 輸送

設置工事

☑関連設備
☑ 受変電設備
☑ 電源装置
☑ ポンプ、フィルター等

☑ 建設工事

☑ 輸送
☑ 土木工事
☑ 現地組立
☑ 電気工事

運用保守
☑ 発電事業
☑ 熱供給事業
☑ 保守

☑ オペレーション技術
☑ 定期点検
☑ トラブルシューティング

☑ユニック車等ロジ
☑地盤調整基礎打
☑系統連系工事
☑調整・検査等

☑ 熱交清掃
☑ リーク点検・補修
☑ 動作管理その他

☑ 燃料供給装置点検
☑ 総合動作監視

☑ 動作監視
☑ 定期部品交換

☑農山漁村再エネ法
☑ボイラー・タービン技士
（大型のみ）
☑電気主任技術者
☑高圧ガス保安法等

☑ボイラー・タービン技士
（大型のみ）

☑非破壊検査技術士

４）バイオマス関連産業への参入が期待される分野

〇バイオマスシステムを構成する主要機器とその部材・部品の他O&M用品・役務等の分野への参入機会がある

凡例： ☑…県内企業の保有する技術により参入が期待されるものおよび適用法規

□タービン
□ガスエンジン
☑発電機
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バガス、ソルガム、
農業残渣など

出典：経済産業省資源エネルギー庁_バイオマス燃料製造

５）バイオマス関連事業設備の構成イメージ

燃料

発電・熱利用

バイオ燃料
バイオエタノール
バイオディーゼル
SAF

用語説明
・バガス：サトウキビ搾汁後の残渣で、

サトウキビを搾汁した場合、
全体の約25％がバガスとして
得られます。

・ソルガム：イネ科の一年生の穀物であり世界
五大穀物のひとつとされ、日本では
「タカキビ」や「モロコシ」、中国では
「コーリャン」とも呼ばれています。

・SAF： SAFは「Sustainable Aviation Fuel
（持続可能な航空燃料）」の略称で、
循環型の原料で製造された航空燃料を
指します。
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６）2030年に向けたバイオマス産業分野 取組の方向性

〇福島県内事業者に対し、新規参入企業発掘・人材育成、研究開発・事業化支援、CN実現への支援を行う

アプローチ項目 具体的取組の方向性

①
バイオマス
関連産業の
育成・集積

新規参入企業の
発掘、参入支援、
メンテナンス体制
の確立支援

・福島県はバイオマス関連の県内企業が事業継続、拡大に取り組めるように、関係機関と連携したメンテ
ナンス技術者の育成に取り組む。
・エネルギー・エージェンシーふくしまは、大型を含むバイオマス関連産業への参入可能な県内企業（県内
工務店や建設設備事業者、燃料製造事業者等）の発掘を行うとともに、バリューチェーン確立に向けて
コーディネート機能を活かした事業化への伴走支援を行う。

販路拡大支援
・福島県とエネルギー・エージェンシーふくしまは、「REIFふくしま」等によりビジネスマッチングの機会を創出し、
県内企業の熱電併給事業及びバイオマス燃料供給事業への参画を支援する。

②
小型バイオマス関連技術の研究
開発の推進、実用化・事業化
支援

・福島県は、関係機関と連携を図りながら、小型バイオマス関連技術の研究開発を支援するとともに、企
業ニーズを踏まえたバイオマス関連技術（導入コストを低減した新規バイオマスシステム開発等）の実用
化、事業化を支援する。
・福島県とエネルギー・エージェンシーふくしまは、消化液の利用を含むメタン発酵システムや木質バイオマス
ガスの事業化、並びにバイオ・リファイナリーに向けた県内発の技術の研究開発や事業化に向けた取り組み
を支援する。
・福島県とエネルギー・エージェンシーふくしまは、小型バイオマス発電への安定した燃料供給を目的に関連
機関と連携しながら体制づくりを推進する。

③
カーボンニュートラル実現（地産
地消型）に向けた取組の推進
（再エネ他分野とのカップリング）

・福島県とエネルギー・エージェンシーふくしまは、他の再エネ関連分野とのカップリングや、排出される熱エネ
ルギーの有効利用など、地域の実情やニーズに応じたカーボンニュートラル実現に向けた取組を支援する。
・福島県とエネルギー・エージェンシーふくしまは、県内の各地域（市町村）のRE100実現に向け、地域
資源を活用したバイオマスエネルギーの利用を関連機関と連携しながら推進する。

④
海外との連携
（バイオマス新技術の取り込み）

・福島県とエネルギー・エージェンシーふくしまは、バイオマス先進地域である連携地域の企業等と連携し、
先進的な製品や技術の導入を支援する。

⑤ 資源循環社会実現への対応
・福島県とエネルギー・エージェンシーふくしまは、資源循環社会実現のため、バイオマス系廃棄物や廃棄エ
ネルギーの再利用の実現に向けた伴走支援を関係機関と連携しながら推進する。

⑥ 次世代バイオマス燃料への対応
・福島県とエネルギー・エージェンシーふくしまは熱利用・輸送用燃料のカーボンニュートラルのため、次世代
バイオガス、バイオ液体燃料、及び固体燃料を含めたバイオ・リファイナリーに関する製造技術の研究開発
と社会実装に向け、産学連携等による取組を推進する。
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